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平成２３年度監査の結果に関する報告に対する講じた措置の内容について 

 

１．指摘事項  

企画財政部 政策課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

指摘 
各課

共通 

平成２２年７月２６日付けで国土交通省より公共工事標準請負契

約約款の改正通知があったことを受け、市においても平成２３年３

月２４日に丸亀市建設工事請負契約約款及び丸亀市公文例規程で

甲、乙表示があるものについて改正を行った。しかし、契約書に甲、

乙表記がそのまま残っているものや、契約書総則において業務委託

契約であれば、委託者 丸亀市（代表者 市長 新井哲二）とすべ

きところを、委託者 丸亀市（代表者 市長 新井哲二。以下「委

託者」という。）という表現が多く見受けられた。また、甲、乙表記

をパソコンで一括変換した際に、委託者と受託者を取り違え、適切

に業務を行える契約内容となっていないものが見受けられた。さら

に、かし担保の条項で、参照する条項が誤っているものやかし担保

期間の記載のないものも見受けられたので、契約書の作成に当って

は、公文例規程に沿った様式になっているか、契約内容が適正であ

るか等を十分確認のうえ行うこと。 

この度の改正では、指摘にあるような修正の誤りがあるほか、当該例規の

改正自体に気付いていないケースも考えられるため、公文例規程や庁内 LAN

の様式集を参考に、今一度、契約書の点検を行うよう、また、かし担保期間

についても、丸亀市契約規則に規定しているかし担保期間を適正に設定する

よう、全庁メールで周知した。 

指摘 
各課

共通 

土地賃貸借契約書において、印紙が貼付されていないものが見受

けられた。土地賃貸借契約における賃貸借料は、印紙税の課税対象

となる契約金額には該当せず、賃貸借料の額によらず契約金額の記

載のない契約書として２００円の収入印紙が必要であるので、貼付

すること。 

 庁内LANの様式集の中に、土地賃貸借契約書の標準書式を掲載し、あわせ

て印紙税額についても記載している。そこで、当該掲載箇所を確認し、今後

は忘れずに２００円の収入印紙を貼付するよう、全庁メールで周知した。 

指摘 
各課

共通 

行政財産の目的外使用許可について、使用料を丸亀市行政財産の

使用料徴収条例第７条第１号から第３号を適用して減免しているも

ので、減免申請書が提出されていないものが多く見受けられた。丸

亀市行政財産の使用料徴収条例施行規則第３条において、「条例第７

条の規定により使用料及び加算金の減免を受けようとする者は、行

政財産使用料等減免申請書を市長に提出しなければならない。」と規

 行政財産を減免措置する場合は、減免申請書の提出を必須とする。その際、

許可物件に応じた実態内容となるように、使用許可証の条文を加筆又は除筆

するよう、全庁周知する。 
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定しており、例外規定は設けていないことから、減免許可には、減

免申請書の提出が必要である。また、使用許可証の様式を管財課が

示しているが、これはあくまで雛形であるので、許可物件に応じて

条文を加筆又は除筆し実態にあった許可内容とすること。 

指摘 
各課

共通 

平成２３年３月１７日付け会計管理者からの通知で、分任出納員

の引継ぎの際の現金受入票等の取り扱いについては、前任者が使用

していた現金受入票綴にまだ未使用の現金受入票が残っている場

合は、引き続き後任の分任出納員が使用することになっているが、

事前に全ての現金受入票に分任出納員が記名、押印しており、分任

出納員に異動があった時に後任の分任出納員が使用することがで

きないものが見受けられた。事務の効率化のためと思われるが、こ

のような取り扱いは紛失等による事故防止の観点からも不適切で

あるので、現金受入票の分任出納員の記名、押印については、使用

する際の必要最小限にとどめること。 

 現金受入票の取り扱いについては、十分留意するとともに、分任出納員の

記名、押印については、使用する際の必要最小限にとどめるよう、全庁周知

する。 

 

 

幼稚園共通事項 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

指摘 個別 

幼稚園保育料減免申請書で、同一世帯の児童・幼児の状況につい

て、通学・通園している施設名、学年、年齢を備考欄に必ず記載す

ることになっているが、記載していないものが多く見受けられた。

この内容は当該減免決定の基礎となるものであるので、減免申請書

を受け付ける際には十分確認し、記載するよう指導すること。 

 園長会や事務担当者との打合せ会などの機会に適正な書類の作成を指導し

ていきたい。 

 

 

                                                                                中学校共通事項 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

指摘 個別 

就学奨励費受給申請書（世帯票）で、申請理由について１～５番

までのいずれかに○印をすることになっており、５番の「１～４以

外で、経済的理由により子どもの就学に困っている。」という理由

で認定を受けようとする場合には、保護者が受給を希望する理由を

具体的に記載し、民生委員に確認を受ける様式になっているが、理

学校の担当者に適正な書類の作成を指導していきたい。 
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由が記載されていないものが多く見受けられた。受給理由を明確に

するためにも、理由を記載するよう指導を徹底すること。 
 

 

                                                                                    企画財政部 管財課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

指摘 個別 

 軽貨物乗用車２台購入の入札において、１回目の入札では落札者

がなく、２回目の入札を実施し、その際、数者が辞退しているが、

辞退届等の提出がない不備が見られた。入札心得第４条第２項第２

号では辞退をする場合は、「入札執行中にあっては、入札辞退届又は

その旨を明記した入札書を入札執行者に直接提出して行う。」と規 
定しており、書面による届出が必要であるので、以後注意すること。

今後、口頭による辞退は認めず、書面での入札辞退届の提出を求めること

とした。 

         

 

企画財政部 飯山市民総合センター 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

指摘 個別 

 来庁者用駐車場の土地賃貸借契約を平成２１年４月１日から平成

２４年３月３１日までの賃貸借期間で締結し、平成２２年度に賃借

料の変更契約を締結した後、さらに平成２３年度に賃借料の変更契

約を締結しているが、平成２３年度の変更契約内容が当初契約から

の変更内容となっている。変更契約の変更であるので、平成２２年

度に交わした変更契約内容から変更する契約書とすること。 

変更契約の内容については、今後、変更契約を行う事案が発生した場合、

指摘事項を遵守して変更契約事務を行いたい。 

 

 
健康福祉部 子育て支援課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

指摘 個別 

公立保育所運営費負担金の滞納繰越について、平成２１年度以前

の滞納繰越分を４月１日に調定し、平成２２年度滞納繰越分につい

ては６月１日に平成２１年度以前の滞納繰越分の調定決議書を増 
額変更している。調定額を変更する理由としては、額の誤謬訂正や

更正減による減額等があるが、平成２２年度滞納繰越分の調定額の

ご指摘のありました公立保育所運営費負担金（滞納繰越分）の調定につき

ましては、平成２４年度より、４月１日調定の前々年度以前分と、６月１日

調定の前年度分について、それぞれ別に調定決議書を作成することといたし

ました。また、私立保育所運営費負担金（滞納繰越分）についても、同様の

措置を行います。 
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変更はこれには当らないことから、別に調定決議書を作成すること。

 

 

                                                                                    健康福祉部 高齢者支援課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

指摘 個別 

 介護予防支援業務委託契約を平成２３年７月１日に締結している

が、契約書第２条の委託期間は平成２３年４月１日から平成２４年

３月３１日までとなっている。地方自治法第２３４条第５項におい

て、「普通地方公共団体が契約につき契約書を作成する場合におい 
ては、当該普通地方公共団体の長又はその委任を受けた者が契約の

相手方とともに、契約書に記名押印しなければ、当該契約は確定し

ないものとする。」と規定しており、契約締結前には契約の効力は発

生しないことから、履行開始日は契約日以降の日付とすること。 

委託者、受託者双方の契約書を修正。なお、業務については、契約日以前

に発生しているものはない。 

 

 

健康福祉部 健康課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

指摘 個別 

 ｅ－ｗｅｌｌｎｅｓｓシステム利用に関する契約書第３条第３項

では、「受託者は、委託者に事前に変更内容、変更時期等を通知のう

え、委託者受託者協議して料金表を決定する。ただし、適用は新年

度からとする。」と規定しているが、この契約は単年契約であり、翌

年度の料金について記載する必要がないので次期契約時には削除す

ること。 

平成２４年度契約では、指摘の条文を削除した。 

指摘 個別 

 備品現地監査において、テープレコーダー、映写機など現在使用

していない備品が多く見受けられた。備品の使用頻度など十分精査

し、今後使用予定がないもの、使用に耐えられないものについては、

不用返納の手続きを行い備品台帳の整理をすること。 

備品台帳を確認し、使用できない備品等の不用返納手続きをして、廃棄処

分を行った。今後は備品の移動や買い替え時ごとに備品台帳の整理を確実に

していくこととする。 
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総務部 行政管理課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

指摘 個別 

文書管理システム機構改革対応業務委託の施行決定決裁は３月２

８日にされているが、見積書は３月８日に徴している。施行決定は

内部意思の決定であり、これに基づいて見積り、契約等をすること

から、施行決定決裁を得てから見積書を徴すること。また、翌年度

の契約準備は予算が確定した議決後に行うこと。 

この度の指摘のように、見積書の徴取は施行決定の決裁を終えた後に行う

べきであったので、今後、各種契約の締結においては、適正な事務処理とな

るよう十分気を付けて執行することとした。 

 

 

総務部 人権課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

指摘 個別 

 自動ドア保守点検業務委託契約書第１１条の第三者委託で、「乙は

本契約に基づく保守業務を第三者に委託できるものとする。」と規定

しているが、公文例規程では再委託等を禁止し、「受託者は、業務の

処理を他に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、書面に

よる委託者の承諾を得たときは、この限りでない。」と規定している。

委託業務を適切に履行するためにも公文例規程に沿った条文に見直

すこと。 

自動ドア保守点検業務委託契約書第１１条の第三者委託で、「乙は本契約に

基づく保守業務を第三者に委託できるものとする。」と規定されており、公文

例規程では再委託等を禁止し、「受託者は、業務の処理を他に委託し、又は請

け負わせてはならない。ただし、書面による委託者の承諾を得たときは、こ

の限りでない。」と規定されていることから、委託業務を適切に履行するため

公文例規程に沿った条文に見直しを行いました。 

 

 

生活環境部 地域振興課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

指摘 個別 

コミュニティセンターの管理に関する協定（基本協定）第２６条

の監査で、「包括外部監査人（丸亀市包括外部監査条例第２条第５号）

の監査対象となることを認識し、協力するものとする。」と記載して

いるが、この条例は平成２０年度末に廃止され平成２１年度からは

丸亀市個別外部監査契約に基づく監査に関する条例に変更されてい

るので、次回契約時には注意すること。 

平成２５年度から新たにコミュニティセンターの管理に関する協定を結ぶ

際には、変更された条例を記載します。 
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指摘 個別 

生涯学習担当が使用している現金受入票綴で、冊番号１６４番の

１１号と１２号の領収日が前後しているが、現金受入票を作成して

使用しなかった場合は、事故防止のため一端廃棄し、実際に領収す

る時に再度記載すること。また、使用済の現金受入票綴を約１ヶ月

経過して返納しているが、丸亀市出納員規則第１４条では、「出納員

等は、交付を受けた現金受入票綴を使用し尽くしたときは、直ちに

これを出納員又は交付責任者に返納しなければならない。」と規定し

ていることから、使用を終えた時はすみやかに出納員に返納するこ

と。 

現金受入票を作成して使用しなかった場合は一端破棄し、現金を受け入れ

た日に領収書の記載を行います。また、規則に基づき、現金受入票綴を使用

し尽くした時は、速やかに返納いたします。 

 

 

生活環境部 保険課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

指摘 個別 

国民健康保険出産育児一時金で、平成２３年３月２５日から３月

３１日までの申請書３件を平成２３年４月分として平成２３年度予

算で執行しているが、３月末の申請については、会計年度独立の原

則からも３月３１日までに支出負担行為兼支出命令書を起票し、平

成２２年度予算で執行すること。 

今後３月中に受付した申請書については、同年度で執行します。 

 

 

生活環境部 環境課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

指摘 個別 

桜谷聖苑環境分析業務委託契約書第１４条のかし担保は「第８条

第２項の規定による引き渡しの日から」と記載しているが、第８条

第２項は検査についての条項であり、引き渡しの規定が掲載されて

いないので、「受託者は前項の確認及び検査に合格したときは、遅延

なく当該業務に係る目的物を委託者に引き渡さなければならない。」

という引渡し規定を設けて、第１４条のかし担保の条項に引用する

ように契約書を修正すること。 

指摘事項につきましては、実情に合うよう引渡し規定を加える契約様式に

平成２４年度から改めます。 
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上下水道部 経営課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

指摘 個別 

丸亀市上下水道部ホームページ作成維持管理業務委託の施行決定

決裁は、起案日が平成２３年３月１０日、決裁日が３月１７日、見

積書は３月８日付けであり、施行決定決裁を得ずに見積書を徴して

いるので、施行決定決裁により内部意思の決定があってから見積書

の提出を求めること。また、３月１０日の段階では予算が議決にな

っておらず、予算の裏づけがないので、翌年度契約の準備行為は予

算議決後に行うこと。 

見積書は決裁以降に徴することを指導。また、平成２４年度の契約からは、

翌年度契約の準備は予算議決後に行うよう周知徹底しました。 

 

 

上下水道部 上水道課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

指摘 個別 

建設担当の公用車運転日誌において、運転時間が１時間３０分で

走行距離が２４２㎞等の運転日誌の記載漏れが原因であると思われ

る不備が見られた。運行管理者は、公用で適切に使用されているこ

とを確認する必要があることから、公用車を使用する度にきちんと

目的、経路、使用時間等を記載するよう指導すること。 

使用者に運転日誌を訂正させるとともに今後、乗車時に必ず記帳するよう

強く指導しました。 

 

 

都市整備部 都市計画課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

指摘 個別 

現金受入票により領収した都市計画図等コピー代を、一端通帳に

保管し、約１ヶ月分をまとめて入金しているが、丸亀市出納員規則

第１６条第１項で、「出納員等は、その取り扱った収納金を現金払込

調書に現金受入票綴の現金受入票を添付して、即日又はやむを得な

い場合にあっては翌日（その日が休日又は金融機関の休業日（以下

「休日等」という。）に当たるときは、その直後の休日等でない日）

の正午までに指定金融機関等に払い込まなければならない。」と規定

しているので、現金領収後はすみやかに入金し、適切に処理するこ

と。 

ご指摘のありました収納金の取り扱いについては、今後、出納員規則に沿

った事務処理を行ってまいります。 
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都市整備部 建設課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

指摘 個別 

市港湾施設使用料の管理は港務所において調定簿を作成して行っ

ているが、平成２３年９月分の野積場使用料の請求漏れがあったた

め、収入調定を平成２４年１月１２日に上げている。今後は請求漏

れ、収入漏れ等がないように市の職員が定期的に調定簿の確認をす

ること。また、香川県港湾施設使用料の現金受入票綴の廃棄にあた

って、表紙に公印の押印誤りがあった旨の記載だけで廃棄している

が、丸亀市港湾施設の料金等収納事務委託規程第６条第４項では、

「受入票綴を誤記その他により廃棄するときは、斜線をもって抹消

を表示し、かつ、「廃棄」と記載して分任出納員に返納するものとす

る。」と規定しているので取扱いに注意すること。さらに、同規程第

６条第２項で、「分任出納員は、集金人に受入票綴を交付するときは、

番号を記載し、検印を押印し、受入票綴受払簿に記載したうえ、集

金人の受領印を徴して交付するものとする。」と規定しているが、現

金受入票綴に分任出納員による検印の押印がなく、使用責任者氏名

の記載もされていなかったので、規程に沿った取扱をすること。ま

た、丸亀市港湾施設使用料の現金払込調書兼領収書に分任出納員等

の押印が全てにされていなかったので、現金払込時に確認して押印

すること。 

請求漏れがないよう相手方に連絡したい。今後規則に沿った事務手続きを

行いたい。 

指摘 個別 

 まちづくり交付金事業の市道富士見風袋町線用地調査等業務委託

の施行決定決裁で、予定支出負担行為額が予算額を超えるため、「予

算額の不足については、入札後工事費から流用予定」と記載され入

札執行しているが、これは地方自治法第２３２条の３（支出負担 
行為）に抵触するので、このような場合は、予算流用を先に行って

予算を確保した上で、入札執行をすること。 

ご指摘のありました予算流用前の入札執行につきましては、新年度（平成

２４年４月１日）より、このような場合は、予算流用を先に行って予算を確

保した上で入札執行をすることにしました。 
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産業文化部 産業振興課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

指摘 個別 

丸亀市制度融資業務委託の単価契約において、支出負担行為決議

書の作成をしない場合の単価契約の締結については、見積書を徴し

た後に、契約内容を確定するための決裁を再度決裁権者に仰ぐこ

と。 

今後、丸亀市制度融資業務委託の単価契約については、契約内容を確定さ

せる決裁をとるよう対応してまいりたい。 

 

 

２．意見 

企画財政部 政策課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

意見 
各課

共通 

出張命令書の金額を訂正しているものが多く見受けられるが、基

本的に金額訂正は出張命令書の取り直しをするべきである。どうし

ても訂正しなければならないときは、いつの段階での訂正かが分か

るように欄外に訂正した日を記載するようにしていただきたい。な

お、決裁終了後の訂正については、訂正日の横に決裁権者の確認印

をもらっていただきたい。 

 出張命令書の金額訂正は極力避けるように心掛けるが、やむを得ない場合

は、欄外に訂正日を記載することとし、訂正日が決裁終了後の場合は、決裁

権者の確認印をもらうよう、全庁に周知する。 

 

 

総務部 秘書広報課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

意見 個別 

国際交流基金については、基金のほとんどが寄附によるものであ

るという経緯もあることから、取崩し等は難しいということである

が、本来基金は特定の目的のために積み立てるものであるので、今

後この基金をどう活用するのかを充分検討していただきたい。 

 本基金は、国際交流を通じて市民の国際理解を深め、本市の国際化を促進

するために設置されており、現時点では、この目的遂行の機会があれば活用

したいと考えています。 

意見 個別 

備品台帳に掲載されている吹奏楽団の楽器類は、現在使用してい

ないのであれば不用返納の手続きを取り、使用できるものについて

は管財課とも協議し、インターネット等による売却なども視野に入

れ、検討していただきたい。 

 合併時において、本市役所の職員等で構成する吹奏楽団は、高齢化や退職

者の増による部員の減少を理由に解散している。しかしながら、使用可能な

楽器類も多く残っていることから、現在、元団員等の理解と協力のもと、楽

器等の保管場所整理とあわせて、再利用（市内小中学校への所管換）等の検

討を行っています。 
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生活環境部 地域振興課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

意見 個別 

旅客船兼自動車航送船（しわく丸）購入については、物品購入に

よる性能発注契約を行っているが、船舶購入等の特殊なものについ

ては、物品購入による性能発注契約ではなく、製造委託のような形

で設計を組み、専門的知識を持った機関をアドバイザーにつけたう

えで、設計・施工監理を含めて業務を委託すべきではなかったのか

と思われる。今後、このような特殊なものの契約については、関係

課と十分協議し、国・県等の専門機関にも指導を仰ぎながら、慎重

に進めていただきたい。 

旅客船兼自動車航送船の購入が初めてのケースで、安全性を確保するため

の十分な方策が取れていませんでした。今後、このような特殊なものの契約

については、関係課と十分協議し、専門機関にも指導を仰ぎながら進めてい

くようにします。 

意見 個別 

広島コミュニティセンターで白蟻被害が無いにも係わらず毎年調

査を実施しているが、毎年調査を実施する必要があるかどうか検討

していただきたい。 

白蟻防除として「セントリコン・システム」というのを採用して、白蟻が

コミュニティセンターに発生することを予防しています。 
「セントリコン・システム」とは、コミュニティセンターの建物の周りに

２４か所のセントリコン・ステーション（筒状のもの）を設置して、その中

にモニタリング・デバイス（餌木）を収めておき、2 か月に１回点検して、
白蟻の存在や食害の有無などを確認します。白蟻の存在を確認したら、餌の

ように調整した薬剤が入ったベイトカップを設置すると、白蟻のほとんどが

薬剤を摂取して、数か月でコロニー（巣）全体が死滅します。白蟻の死滅後

も、再モニタリングを行い、新たな侵入がないかを引き続き監視して、白蟻

の侵入があると、すぐにベイト剤を投与し、駆除します。 
平成８年ごろに、コミュニティセンターが白蟻の被害を受けて、建物全体

を大規模な改修を行わなければならなくなったため、以後、白蟻が発生して

被害を受ける前に駆除するために、平成１２年８月から「セントリコン・シ

ステム」を採用して、白蟻の被害に遭わないように防除しています。 
白蟻は、毎年発生するものなので、１年とか２年とか間隔を空けての点検

では、白蟻が大量に発生した場合に多額の駆除費用が必要になり、建物の改

修費も発生するおそれもありますので、毎年の点検は必要だと思います。 
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                                                                                         生活環境部 環境課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

意見 個別 

 災害時の防疫業務については、環境課だけで実施しているが、大
規模災害になると環境課だけでは対応できないと思われるので、現

実的なことも想定して市役所内の協力体制を整えておいていただき

たい。 

 浸水被害後には、市民からの消毒相談受付や、消毒を必要とする浸水家屋

等に関する情報を迅速に収集して、感染症発生の未然防止のため防疫業務を

早期に実施できるよう協力体制を検討します。 

意見 個別 

住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付申請書に添付される

交付申請審査票には、申請者及び確認者を記載することとなってい

るが、記載されていないものや確認者として業者の名前が記載され

ているものが多く見受けられる。受付に当っては、市の担当者が書

類が揃っているかどうかをチェックした上で、担当者の氏名を記載

していただきたい。 

  指摘事項につきましては、平成２４年度より交付申請審査票に申請書類を
確認した職員名を記載する欄を加える様式に改めます。 

 

 

都市整備部 住宅課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

意見 個別 

住宅課で契約している公営住宅管理システムと中讃広域行政事務

組合負担金で支払っている住宅管理情報とは二重管理となっている

ので、中讃広域行政事務組合と協議をしながら、いずれかのシステ

ム１本で管理ができるよう検討していただきたい。 

 事務の省力化に向け、指摘のとおり協議の上、改善を図りたい。 

 

 

消防本部 危機管理課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

意見 個別 

 災害用医薬品の備蓄方法については、消費期限が切れる薬品を毎

年入れ替えて、その薬品は処分しているということであるが、消費

期限前に早めに入れ替えるなどして、入れ替えた薬品を有効活用す

る方法や流通備蓄についても検討していただきたい。 

 医薬品の備蓄については、常日頃から丸亀市薬剤師会の会員間で、災害時

に必要とする医薬品の一覧表を作成し医療救護活動において、医薬品が必要

となった場合は、保管している医薬品の提供（いわゆる流通備蓄）を要請で

きるような協定書の締結に向けて、調整中であり、薬剤師班の派遣要請も協

定書に盛り込む予定である。 
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産業文化部 産業振興課 

区分 監査の結果 講じた措置及び対応状況 

意見 個別 

新風融資は日本政策金融公庫等の融資制度と比べて融資限度額が

低く、利用者がほとんどいない状況であるため、過去の実績等を踏

まえて、予算を減額するか、貸付条件を変更し利用しやすい制度と

するか、事業を廃止するか等を検討していただきたい。 

金融機関等に新風融資制度の周知を再度お願いするとともに、融資実行件

数の状況を踏まえ、予算の減額や貸付条件の変更、また制度の廃止も見据え

対応してまいりたい。 

 


